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Abstract

This study confirmed the usefulness of fertigation based on cumulative solar radiation in order to establish a fertigation tech-

nique that would decrease the nitrate concentration in spinach leaves (Spinacia oleracea L.). The plant growth, the nitrate con-

centration, and the nitrate utilization/application ratio was determined using potted plants. When the nitrate concentration in the

irrigation water was varied, and the water quantity applied to the plants was varied to equalize the nitrate quantity applied to the

plants, the plant fresh weights increased and the nitrate concentrations decreased with increases in the irrigation water. The leaf

color, however, turned yellow when the irrigation water was increased. In the next study, the nitrate quantity applied to the

plants was simultaneously increased with the irrigation water. Plant growth was promoted without leaf yellowing or nitrate

accumulation by applying 1.2 times as much as the standard fertigation. The nitrate utilization/application ratio was about 90%,

which is considered very high. In conclusion, fertigation based on cumulative solar radiation was considered effective for sup-

plying water and nutrient in accordance with the plant demand, and this technique was suggested to be effective for spinach

production without nitrate accumulation in leaves and NO3-N discharge from the soil.
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緒　　言

食品や飲料水中に含まれている硝酸塩は，それ自体は人

体に無害であるが，体内に取り込まれ亜硝酸に還元される

と，様々な健康障害を引き起こすとされる（Ikemoto ら，

2002; 安田，2004）．FAO・WHO合同食品添加物専門家会

合（JECFA）は，硝酸塩の 1日許容摂取量を，体重 1 kgあ

たり 5 mgと推定した（JECFA, 2006）．硝酸塩の摂取源は

様々だが，飲料も含む食事全体から摂取する硝酸塩のうち

約 54％が野菜由来とされている（RCEP, 1979）．硝酸塩は

植物の葉や茎に蓄積されやすいことが広く知られており，

葉菜類では，その低減が急務と考えられる．

硝酸塩は，野菜にとっては主要な窒素源であり，容易に

吸収される（Marschner, 1995）．従って窒素肥料として硝酸

塩を多用すると，収穫物の硝酸塩含有量が高くなりやすい

（Aworhら，1980; 今西・五島，1990; 建部ら，1995）．

養液土耕は，給液頻度や使用する培養液の濃度・組成を

調整することで，比較的容易に植物の養水分吸収を制御す

ることができる．養液土耕は，これまで果菜類や花卉の栽

培で主に利用されており，肥料の節約，増収，果実糖度の

上昇などが報告されている（荒木ら，2001; 川嶋ら，2001;

山中ら，2000）．また，建部ら（2006）は，ホウレンソウの

収穫までに必要な窒素吸収量に見合った肥料を，生育の前・

後半で濃度を変えて施肥することで，収量が低下すること

なく硝酸イオン含有率を低減できたと報告している．この

ように葉菜類の栽培においても，養液土耕による給液，施

肥の調節は，収穫物の硝酸塩低減などの品質向上に寄与す

ると考えられる．

一方，日射量と植物の養水分吸収量との間には，高い相

関があることが知られており（牛田ら，1996），積算日射量

を基準とした給液管理と養液土耕の組み合わせにより，植
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物の養水分吸収に適合した肥培管理と，効率的な生育・品

質制御が可能と考えられる．

本試験では，ホウレンソウの低硝酸化を目的とした養液

土耕技術を確立するため，養液土耕における日射比例型給

液制御の有効性確認とあわせて，ポット栽培により基礎的

データを得ることを目的にした．

材料および方法

日射比例型給液制御装置

給液には，日射センサー（SL-30，イー・エス・ディ），

日射積算コンピューター（グリーンキット GK-102，イー・

エス・ディ），電子カウンター（H7CR-B，オムロン），小

型液体流量計（FMIG-AR-OC4，DIGMESA），電磁弁，ポン

プからなる自作の制御装置を用いた．この装置は，①温室

外部に設置したセンサーでの積算日射量 1 MJ・m−2ごとに

コンピューターからの信号でカウンター計測値がゼロにリ

セットされると同時に，②ポンプが作動し電磁弁が開く，

③ドリッパーから設定された濃度の培養液が給液される，

④給液量は流量計と連動したカウンターで計測される，⑤

あらかじめ設定した積算日射量 1 MJ・m−2当たりの給液量

が供給されるとポンプが停止し電磁弁も閉じる，という動

作を行う．

給液プログラムの設計

夏季（5月）のホウレンソウ水耕において，ホウレンソ

ウの毎日の吸水量，NO3-N吸収量を測定し，定植から収穫

までの株当たり積算吸水量（165 mL），積算 NO3-N吸収量

（2.9 me）と，水，NO3-Nの吸収曲線を得た（千葉大学園芸

学部，2006）．

また，温暖地ハウス土耕において各月に播種した場合の

標準的な生育日数（成松，2001）と，理科年表（国立天文

台，2002）による東京における全天日射量の日積算量の月

別平均値（1972年～ 2000年までの平均値，以下平均日積

算日射量とする）を乗じて収穫までの積算日射量とし，

450 MJ・m−2を目安とすることにした．播種時期別の予定

収穫所要日数（y）と，生育期間の平均日積算日射量（x）と

の間には高い相関があり（y = 2056x−1.59, R2 = 0.90）（第 1図），

以降はこの近似式を用いて，予定収穫所要日数を計算した．

積算吸水量，積算 NO3-N吸収量は環境条件，使用品種等に

よって異なるとは考えられるが，本試験では収穫までの両

吸収量は時期によって変化しないと仮定し，収穫までに予

測される水と NO3-Nの吸収曲線を作成した．しかしなが

ら，毎日設定値を変化させるのは困難であったため，この

曲線にできるだけ近似させ，吸水量と施肥量を設定し，給

液プログラムとした．

栽培装置

農ビ展張パイプハウス内に，各列に独立した培養液タン

ク・給液装置を備えた 15 cm × 360 cm × 4列の栽培ベッド

を設置した．各列にはホウレンソウを定植したポリポット

を 36ポット置いた．ベッドは縦方向に 1.5％の傾斜をつけ，

排液を回収できるようにした．

給液は，圧力補正機能付ドリッパー（ウッドペッカージュ

ニアドリッパー，吐出量 2 L・h−1，ネタフィムジャパン）

と内径 3 mm ×外径 5 mm PVCチューブを各ポットに取り

付けて行った．前述の制御装置と組み合わせての給液精度

は，1システム144個のドリッパーで，誤差5％以内であった．

実験 1

実験 1では 1株当たりの施肥量は一定で給液量のみ変化

させた．ホウレンソウ（Spinacia oleracea L.）‘ジョーカー’

（トキタ種苗）を用い，2003年 8月 31日に，ロックウール

微粒綿を詰めた葉菜用 144穴トレイに 1穴 6～ 7粒播種し

た．閉鎖型苗生産システム（苗テラス，太洋興業）内で，

毎日 9時に EC 1.4 dS・m−1の培養液を底面給液して育苗し

た．培養液処方は太洋ホウレンソウ処方（第 1表）とした．

9月 16日に 1穴 4株に間引きし，畑土（pH 6.2，EC 0.2 dS・

m−1，NO3-N 0.55 me・100 g−1乾土）とピートモスを 2 : 1に

混合した用土を 0.4 L詰めた 3.5号ポリポットに定植した．

定植株数は，養液栽培では 1ヶ所 4株程度の株立ち数が一

般的であることに準じ，4株／ポットとした．

平均日積算日射量と予定収穫所要日数の近似式から，こ

の時期の栽培期間を 44日と予測し，対照区の給液プログラ

ムを作成した（第 2図）．さらに第 2図に示した各日の値

を，この時期の平均日積算日射量で除し，1 MJ・m−2当た

りのポット当たり給液量およびNO3-N施肥量の設定値とし

た．すなわち，培養液濃度は NO3-N施肥量の設定値にした

がって，段階的に上昇する．

処理区は予備試験の結果をふまえ，プログラム通りに給

液する対照区，日射 1 MJ・m−2ごとの給液量を第 2図に示

した設定量 +1.7 mL，+2.3 mL，+3.0 mLとした区の，計 4

区とした．対照区の給液培養液組成は太洋ホウレンソウ処

方（第 1表）に準じ，微量要素も添加した．それ以外の区

では，窒素以外の成分も含めた施肥量が対照区と同一とな

るよう，給液量に応じて濃度を低下させた．栽培期間予測

に用いた積算日射量に達した 11月 5日（定植後 51日）に

栽培を終了した．栽培延長期間は，給液プログラムについ

第 1 図 日平均積算日射量とホウレンソウの予定収穫所要日

数との関係

**は 1％レベルで有意であることを示す
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ても第 2図に示した 44日目の設定値を維持した．

栽培終了時に地上部生体重，最大葉長，葉色，可食部硝

酸濃度を調査した．葉色は最新完全展開葉を対象に SPAD-

502（ミノルタ）で測定した．硝酸濃度は午前 8～ 10時に

地上部全体を試料として採取し，脱イオン水とともに十分

に破砕したものをろ紙でろ過し RQフレックス（MERCK）

で測定した．

実験 2

実験 2では，給液量とともに施肥量も増加させた．ホウ

レンソウ‘ミストラル’（サカタのタネ）を用い，11月 20

日に播種し，12月 3日に定植した．第 1図の近似式より，

この時期の栽培期間は 62日間と予測し，1.0倍区（対照区）

の給液プログラムを作成した（第 3図）．

処理区は，プログラム通りに給液する 1.0倍区（対照区），

日射 1 MJ・m−2ごとの給液量，NO3-N施肥量ともに対照区

の 1.1倍，1.2倍，1.3倍とした区の，計 4区とした．対照

区の培養液組成は実験 1と同様とした．すなわち本実験で

は給液量の増加に伴って施肥量も増加するため，施肥量は

区によって異なる．また，NO3-N以外の無機成分濃度も，

1.1倍，1.2倍，1.3倍となる．

ハウス内最低気温 7°Cを目安に加温を行ったほかは実験

1に準じ，2月 8日（定植後 68日）に栽培を終了した．栽

培延長期間は，給液プログラムについても第 3図に示した

62日目の設定値を維持した．

実験 1と同様の調査に加え，栽培期間中の排液量，排液

中 NO3-N濃度および栽培終了時の土壌中 NO3-N濃度を測

定し，これらから植物によって吸収された NO3-N量を求

め，施与窒素利用率を計算した．

結　　果

実験 1

地上部生体重は給液量が多い区ほど増加した．最大葉長

は，対照区に比べ，他のすべての区で大きくなった．また，

最大葉長は給液量が多くなるに従って増加する傾向があっ

た．葉色を示す SPAD指示値は，対照区に比べ，他のすべ

ての区で低く，さらに給液量が多いほど低くなる傾向が

あった．可食部硝酸濃度は給液量の増加によって顕著に低

下し，+1.7 mLでも対照区の約 5分の 1，+3.0 mL区では 0

（検出限界以下）となった（第 2表）．しかしながら，施肥

量を一定として給液量のみを増やした本実験では，対照区

以外の区で，栽培後期に下位葉が黄化し，明らかに窒素欠

乏と思われる症状が認められた（データ省略）．

実験 2

地上部生体重は 1.2倍区，1.3倍区で，対照区に比べて増

加した．最大葉長は 1.2倍区で最も大きくなった．葉色に

第 2 図 平均日積算日射量と予定収穫所要日数から求めた対

照区の給液量と NO3-N施肥量の設定値（実験 1）

第 1 表　太洋ホウレンソウ処方 1単位液の組成

NO3-N NH4-N PO4-P K Ca Mg

（me・L−1）

16 1.3 4 12 4 4

Fe B Mn Zn Cu Mo

（ppm）

3 0.5 0.5 0.05 0.02 0.01

第 3 図 平均日積算日射量と予定収穫所要日数から求めた 1.0

倍区（対照区）の給液量とNO3-N施肥量の設定値（実験2）

第 2 表 給液量がホウレンソウの生育および可食部硝酸濃度

に及ぼす影響（実験 1）

処理区
地上部生体重

（g/ポット）

最大葉長

（cm）
葉色 z 可食部硝酸濃度

（ppm）

対照区 30.1 dy 12.6 b 56.8 a 2230 a

+1.7 mL 31.9 c 18.2 a 47.3 b 469 b

+2.3 mL 36.0 b 19.3 a 46.6 b 149 c

+3.0 mL 40.3 a 19.9 a 43.8 c 0 d

z 葉緑素計 SPAD-502の表示値
y Tukey 検定により同一アルファベット間には 5％レベルで

有意差なし（n = 6ポット）

第 3 表 給液量と施肥量がホウレンソウの生育および可食部

硝酸濃度に及ぼす影響（実験 2）

処理区
地上部生体重

（g/ポット）

最大葉長

（cm）
葉色 z 可食部硝酸濃度

（ppm）

1.0倍

（対照区）

30.1 by 18.4 b 63.8 a 539 b

1.1倍 32.5 b 18.7 ab 63.1 a 832 ab

1.2倍 36.2 a 19.7 a 64.4 a 876 ab

1.3倍 36.3 a 18.7 ab 64.7 a 984 a

z 葉緑素計 SPAD-502の表示値
y Tukey 検定により同一アルファベット間には 5％レベルで

有意差なし（n = 6ポット）
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ついては処理区間に差がなく，実験 1で生じたような，窒

素欠乏と見られる下位葉の黄化も認められなかった．可食

部硝酸濃度は，対照区でも 539 ppmと，実験 1に比べて低

かった．また，1.3倍区で，対照区に比べて高くなったが，

1.1倍区，1.2倍区は対照区と差がなかった（第 3表）．

NO3-Nのポットからの溶脱量と土壌中残存量は，給液量，

施与量が増加するほど多くなった．植物体吸収量も同様の

結果となったが，施与窒素利用率は，給液量，施与量が増

加するほど低くなった．しかしながら，1.3倍区において

も，施与窒素利用率は 88％と高かった（第 4表）．

考　　察

実験 1の結果，ホウレンソウの生育は，循環式養液栽培

による試験から得られた予測吸水量よりも多く給液した場

合に促進された．このように，養液土耕においては，土壌

の保水力や地表面からの水分蒸発などが影響し，対照区で

の設定値より多量に給液した場合に生育が促進されたと考

えられた．ホウレンソウの場合，収量を維持するには収穫

期の硝酸濃度として 620 ppmが必要とされる（Maynardら，

1976; 安田，2004）．給液量を増やした処理区では，いずれ

もこの値を下回っていたが，生育は維持されていた．しか

し，植物体に下位葉の黄化などが認められたことから，外

観としては不十分であった．可食部硝酸濃度について EU

（2002）はその上限を 4月～ 10月収穫のもので 2500 ppm，

11月～ 3月収穫のもので 3000 ppmと定めている．日本で

も努力目標値の設定が検討されている．建部ら（2006）は，

生育の前半から後半にかけて窒素施肥量を 2段階に分け，

計 8 g・m−2とする 8月播きホウレンソウの養液土耕におい

て，平均 957 ppmの可食部硝酸濃度を得ている．本実験で

給液量を増やした試験区では，さらに低い硝酸濃度であっ

た．

実験 1の結果をふまえ，給液量に加えて施肥量も増加さ

せた実験 2では，1.2倍の施肥量までは生育促進効果が認め

られたが，それ以上施肥量を増加しても，効果は認められ

なかった．

硝酸濃度についてみると，設定したプログラム通りの給

液，施肥を行った 1.0倍区では，Maynardら（1976）や安

田（2004）による基準値を下回ったが，1.1～ 1.3倍区では

それを上回っていた．従って，1.0倍区では，窒素の供給不

足により生育が抑制されたと考えられた．また，実験 2に

おいても給液量の増加は生育が促進された原因の 1つと考

えられた．本実験の範囲内では，生育が優れる，可食部硝

酸濃度が低いなどに加え，施肥窒素量がより少ないなどの

理由から，ホウレンソウの養液土耕において，対照区にお

ける設定給液量および施肥量の 1.2倍程度を施与するのが

望ましいと考えられた．1.2倍区における総 N施肥量を，野

菜茶業研究所（2006）で標準的な栽植密度を用いて面積当

たりに換算すると，5 g・m−2となる．本試験はポット試験

であり，条件は異なるものの，これは建部ら（2006）が用

いた総 N施肥量 8 g・m−2よりも少ない値であった．このこ

とから，日射比例型給液制御による天候に応じた給液管理

の養液土耕における有用性が示唆された．

収穫までの総吸水量，NO3-N吸収量と，予測栽培期間を

もとに設定した給液プログラム通りの給液，施肥を行った

対照区の硝酸濃度について実験 1と 2を比較すると，実験

2では顕著に低かった．野菜の硝酸濃度は，窒素施肥量の

増加や追肥によって高まることが知られている（伊達ら，

1980; 建部ら，1995）．また，栽培時期による変動も大きい

（Jaworska, 2005）．藤原ら（2005）は，市販ホウレンソウの

硝酸濃度を周年的に調査し，7～ 9月に高く 1～ 3月に低

かったこと，変動幅は硝酸イオン濃度で約 500～ 8000 ppm

であったことを報告している．実験 2は実験 1に比べて栽

培期間が長く，1日当たりの NO3-N施肥量で見ると，実験

1よりも少ない．また，実験 1は夏季の，実験 2は冬季の

栽培であった．これらの要因が，実験 1の対照区に比べ実

験 2の対照区で硝酸濃度が低かった原因であると推察され

た．

本試験において，栽培時期の日射量によって栽培日数を

予測し，生育ステージごとの給液量や硝酸施肥量を日射に

応じて制御することで，ホウレンソウの低硝酸化や，高い

施与窒素利用率による環境負荷軽減が可能であった．すな

わち，植物の実際の水，養分吸収に即した管理を行えたと

考えられる日射比例型制御は，ホウレンソウの養液土耕に

おいても有効な技術であると考えられた．また，本試験の

範囲内では，養液土耕においては，養液栽培で求められた

予測吸水量，NO3-N吸収量（千葉大学園芸学部，2006）の

1.2倍程度に当たる総給液量 200 mL/株，総 NO3-N施肥量

50 mg/株程度として給液プログラムを設定することが適当

と考えられたが，基準値の季節的変動などについては，さ

らなる検討を要すると考えられた．

第 4 表　給液量と施肥量が NO3-Nの総施肥量，溶脱量，土壌中残存量および植物体吸収量に及ぼす影響（実験 2）

処理区
総施与量

（me/ポット）

溶脱量

（me/ポット）

土壌中残存量

（me/ポット）

植物体吸収量

（me/ポット）

1.0倍（対照区） 10.2 0.29（2.8z） 0.23（2.3） 9.7（95）

1.1倍 11.2 0.64（5.7） 0.36（3.2） 10.2（91）

1.2倍 12.4 0.82（6.7） 0.53（4.3） 10.9（89）

1.3倍 13.3 0.94（7.1） 0.62（4.7） 11.7（88）

z 括弧内の数字は総施肥量に対する百分率
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摘　　要

ホウレンソウの低硝酸化を目的とした養液土耕技術確立

のため，日射比例型給液制御によるポット栽培を行い，基

礎的データを得ることを目的にした．

施肥量を一定とした場合，給液量の増加により生育は促

進された．葉色は給液量の増加により薄くなった．可食部

硝酸濃度は給液量の増加によって顕著に低下したが，栽培

後期に下位葉が黄化した．そこで，給液量，施肥量ともに

増加させたところ，予測吸水量，NO3-N吸収量の 1.2倍程

度を施肥することで，生育が促進された．対照区（予測量

通りの給液，施肥）と 1.2倍区では，葉色，可食部硝酸濃

度について差がなかった．施与窒素利用率は，給液量，施

肥量が増加するほど低くなったが，本試験の範囲内では，

いずれの給水量，施肥量でも，90％前後と高かった．

以上の結果，給液量や硝酸施肥量を日射に応じて制御す

ることで，ホウレンソウの低硝酸化や，高い施与窒素利用

率による環境負荷軽減が可能であり，ホウレンソウの養液

土耕における日射比例型制御の有効性が示唆された．
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